


































































































2) 批判1I(l利30 ・ 12 ・ 2唱民集 9 巻14 号2082μ。 なお、上~ )Jr ，~~1訟法にf，(I\il!i.のflH~に~J'lえする条文




利J(イi 受|刷、 2∞8~1二) 。




























































9) 判 11寺2123号"4rn ・干IJ タ 1354~;"94頁。
10) 本文の場合の代表例として、 戸 1tí簿上の記載の抹ìl'í" 訂正を )Jとめるために縦定判決を~す




たにもかかわらず (最判昭和24" 12 " 20民集3巻12サ507頁参!!日)、これを断捜せず、かえっ
て 「戸籍の訂正をするには戸総i、116条によって、保定判決を必't!:とすることはあきらかであ
るから、被上作人は、少くともこの点において、本市FJìllii~lの 'I'IJiJとを求める法律上の利益をの
するものというべきであるJ と述べており、もっぱら原告の仰lに合ーする必要のみに ~Yi Iiする
点で、被告の態度を重視する旧来の判断と J~1jLった追いをみせる。 学E況にはこれを汗して法
的地位の危険 ・不安定がなくとも 「特別な事情」があれば雌認の利援は内定されるとするも
のがあり (rl'野ほか ・前拘注3)144頁 〔編永イi手1])、あるいはまた r;誤った戸籍の干f犯といっ
た形で原告の地位に対する不安が存在している」との"見Iy]も可能であるが (三木ほか・前掲
注 4)364頁 〔垣内秀介)) 、いずれにせよこの判決は、半IJ例・ ~(': l況がjよ 5) にいう里II解へと舵を
切る契機となったものと受け止められている (77村徳重「判批」新:ii:"fnJ= i"J札l普充=日係


















11) 川的凶郎 「判批」法セ699号144頁 (2013年)も、本文第2の，山に|則する判示に先例性がiE.
められることを前提とする。 なお、野村秀敏「宇l)jjtJ民繭145Y~ 6 号34頁 (ギJ ~笠間、 2012年)












14) 'W品川=松本博之=力1藤新太郎編 『基本法コンメンタール民事訴訟法 2 (第3版追補l仮J
17J'.:f (松本|専之J(円本評論材、 2012年) 、向僑宏志 『重点誠義民事~;)Jf訟法凶〔第 21仮補訂版)J
365頁 (-i.f斐I刻、 20日年)。


















似拠とされる。'1'貯ほか ・iiH!，Jit3) 143U (制水イI干IJ)。本判決との|則係では千統I/j姐である
かどうかという，JR，沿はIJてこないため、本文の叙述は後r，-の給付。の訴えが可能である場合を
念iJiにおく。
16) -:.本ほか・ liftli.主4)358以〔垣内秀介入 ここでは隊認のみえにおける「紛争解決Jを、給付
，i，'j;R仰のイF必を日正判))をもって確定することを超えて現実に給付を仰ることまでも合む_ö:l~çで
拠えている。






る。 Iti判‘l'成 16 ・ 3 ・ 25民~58巻 3 号753どい




























lií/#li I: 17)87目、 Tl~ほか lIi/拘注14)17頁 〔松本博之))。そうであれば、本判決の示峻する
ように行政訴ぷ.さらには訴訟以外の手続までをも比較の対象とした Lで 「補充性Jをおる
ことには、なおさら疑問がある (上回・ ji/413i主6)1似aも、行政手続を行わないことをも って
l()J~訴ぷにおける主n先住が低定されるかは疑111)であるとする ) なお、1'J)例には 「他により適
切な訴えによってその日(19を述成することができる均合には.。自:，ltの1'1)絡を欠き不通i-t今であ
るJとわl示するものがあるが U!l判'[')&:17'9 . 14民!I!59.&7 ~;'208Un、これは予備自~)un3R
としてのcj[;淀川'/;)<:の}jが fより適切」であるとして主{占的hfjボとしてのli(.必請求を斥けたも
のであるという点、また主位(10 ，;，'，';)<:が無名抗f't i訴訟でeありそれとの|則係で補充性が~;Jと され
ていたという点で、特殊な例である。





















登記法74条 l項2号にいう 「所有権を有することが硲A判決によ って確認さ




221 も っ とも 、 この Ji法により所-H名義を l~fることが可能であるかは必ずしも IVJ らかでない
(!ザ村 liir*lil: 11159111は否定的であるい 本判決の宇IJ示が先例として機能することを~えれ
ば (}II~(} ・ lìíflt)it 111 14Hu、現住では可能なのであろう。ただ、本判決以前には必ずしもそ
うはいえなかったわけであり、補充性との|則係でそのような不服尖なT段を引き合いに11す
ことは、、I14ぷ下段によ ってはIHりを述することができなかった場合、丙ひ'!i(1i認の"，i:えを提起































Víti l1~.の限えの~11ìプêt生 (今ill 絞チ) 141 
る。それゆえ一義的に明確な判断基準を定立することは難しいけれども、判
断のばらつきを防ぐ意味で一定程度類型化された基準を設けることは有用で
ある。確認の利識を判断するに際して対象選択の適否、方法選択の適否、即
時機定の現実的必要の有無という 3つの観点からの検討が有用であるとされ
るのも、その意味においてである。
もっとも、この基準にとらわれて本来の具体的事案に応じた判断を見失う
ことがあっては本末転倒である。本判決は、方法選択の適否ないし確認の訴
えの補充性という観念にとらわれ過ぎた結果、伺¥1認判決を得ることへの原告
の必要を過小評価したものといわざるをえない。確認の利益を論ずる上で重
要なのは原告の求める確認対象について判決を得させることがそれ自体とし
て必要かつ適切と認められるかどうかであるということを改めて指摘して、
筆をおく 。
(いまづあやこ)
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